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はじめに 
 

総量削減義務と排出量取引制度におけるテナント事業者の役割 

総量削減義務と排出量取引制度（以下「本制度」という。）における削減義務は、テナン

ト事業者の CO2排出量も含め、原則として、建物所有者（オーナー）を対象としており、テ

ナント事業者自身は削減義務の対象ではありません。 

しかしながら、テナントビルにおける効果的な CO2排出量削減を推進するためには、オー

ナーのみに限らず、テナント事業者も含めた双方の取組が必要不可欠となります。 

そのため、本制度では、全てのテナント事業者に対し、オーナーの削減対策に協力する義

務を課しています。また、特定テナント等事業者（使用床面積が5,000㎡以上又は年間電気

使用量が600万 kWh以上の大規模なテナント事業者）においては、テナント独自の削減対策

の計画書（＝特定テナント等地球温暖化対策計画書）を作成・提出し、その計画に基づき対

策を推進する義務を設けています。 

 

テナント事業者における省エネ対策推進の必要性 

第２計画期間以降、削減義務率が強化される中、テナントビルにおける義務履行に向けて

は、より一層のテナント事業者の省エネ対策の推進及びオーナーとの関係強化が求められ

ております。テナント事業者の中にも、計画に基づき省エネ対策を推進している事業者がい

る一方、省エネに関するノウハウや人材が不足している事業者も存在しております。そのた

め、本制度では対策推進の後押しを目的に、「特定テナント等事業者における地球温暖化の

対策に係る取組を評価・公表する仕組み」を、平成26年度（2014年度）から導入しておりま

す。 

本評価基準は、テナントの取組を評価・公表する仕組みにおける特定テナント等事業者の

評価基準について示したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．オーナーとテナント事業者の役割 
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特定テナント等事業者の評価基準 

 

1 目的等 

（１）目的 

この基準は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号。

以下「条例」という。）第８条の２第１項及び東京都地球温暖化対策指針（平成21年東京都告示

第989号）第１編第６ ５の規定に基づき、特定テナント等事業者の地球温暖化の対策に係る取

組における評価の基準を定めることを目的とする。 

 

（２）定義 

この基準において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。 

ア 特定テナント等事業者 条例第７条第２項に規定するテナント等事業者をいう。 

イ 特定テナント等地球温暖化対策計画書 規則第４条の26に規定する事項を記載した計画

書をいう。 

ウ 特定温室効果ガス 条例第５条の７第２号に規定する温室効果ガスをいう。 

 

（３）基本的考え方 

ア 特定テナント等地球温暖化対策計画書に添える点検表に掲げる対策項目の取組状況及び

特定テナント等地球温暖化対策計画書にて報告する特定温室効果ガス年度排出量の削減率

の大きさを総合的に評価する。 

イ 評価基準は、特定テナント等事業者の地球温暖化の対策に係る取組の進展に合わせて、

見直しを行うものとする。 

 

2 点検表による評価 

（１）評価の考え方 

  特定テナント等事業者は、点検表に掲げる対策項目について、（４）に示す評価点算定方法に

従い、当該事業者の地球温暖化対策の推進の取組状況の評価を受けるものとする。 

 

（２）点検表の種類 

点検表は特定テナント等事業者の実態に則した取組状況を評価するため、次のア～エに示す

種類の点検表を設けている。 

特定テナント等事業者は、事業所の主たる用途（複合用途の場合は、最も面積の大きい用途）

に応じて、ア～エに示す点検表の種類を選択し作成する。 

ア 事務所版 

イ 商業版 

ウ 宿泊版 

エ データセンター版 

なお、ア～エの種類に該当しない業種の事業所においては、アの点検表を使用する。 
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（３）評価項目 

評価項目は、点検表に掲げる対策項目となり、表１に示す地球温暖化の対策の推進体制の整

備に関する事項と事業所及び設備の運用・導入対策に関する事項の評価区分に分類して構成さ

れる。 

 

なお、具体的な評価項目の内容は、別表１の対策項目の欄に掲げる。 

 

表１．評価区分の構成 

評価区分 事務所版 商業版 宿泊版 
データセンター

版 

推進体制の整備 １２項目 １３項目 ６項目 

運用・導入対策 １８項目 

バックヤード・事務所 事務所・共用部 

４項目 ５項目 

売場 接客エリア サーバルーム 

１３項目 １３項目 １９項目 

計 ３０項目 

 

（４）評価点算定方法 

評価点は、アからウまでに示す方法で算定した得点（小数点以下第１位の数値を四捨五入し

て得た数値）とする。 

  ア 配点 

評価区分に対し、表２のとおり配点を定める。 

なお、各評価項目における配点については、別表１による。 

 

表２．点検表の分類別配点 

評価区分 事務所版 商業版 宿泊版 
データセンター

版 

推進体制の整備 ３０点 １５点 

運用・導入対策 ４０点 

バックヤード・事務所 事務所・共用部 

９点 １１点 

売場 接客エリア サーバルーム 

３１点 ３１点 ４４点 

計 ７０点 

 

  イ 評価点 

    各評価項目における評価点については、各評価項目に対する取組状況の程度に応じて別

表１に掲げる配点にウに定める評価点調整により算定した数値とする。 
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 ウ 評価点調整 

各評価項目について、事業所において該当しない項目がある場合は、別表１に掲げる評

価点調整により、該当しない項目の配点を他の項目に割り振るものとする。 

なお、評価点調整が適用される評価区分は表３による。 

 

表３．評価点調整の対象区分 

評価区分 事務所版 商業版 宿泊版 
データセンター

版 

推進体制の整備 － 調整対象 － 

運用・導入対策 調整対象 

バックヤード・事務所 事務所・共用部 

－ － 

売場 接客エリア サーバルーム 

調整対象 調整対象 調整対象 

 

3 特定温室効果ガス年度排出量による評価 

（１）評価の考え方 

  特定テナント等事業者は、自ら排出した特定温室効果ガス年度排出量について、（３）に示す

評価点算定方法に従い、当該事業者の特定温室効果ガス年度排出量の削減状況の評価を受ける

ものとする。 

 

（２）評価項目 

評価項目は、特定テナント等地球温暖化対策計画書「その４様式」の「７ 温室効果ガス排出

量」にて報告する「特定温室効果ガス」及び「延べ面積当たり特定温室効果ガス年度排出量」

（以下「原単位」という。）とする。 

 

（３）評価点算定方法 

特定テナント等（相当）事業者に該当してから、排出実績が２年分ある事業所が評価対象と

なる。 

評価対象となった特定テナント等事業者は、アに定める方法に従い基準年度（評価するに当

たって基準となる年度をいう。以下同じ。）を設定し、イに定める計算式により算出される基準

年度に対する特定温室効果ガス年度排出量の削減率に応じて、ウに定める評価点を付与する。 

なお、特定温室効果ガス年度排出量の削減率がマイナス値（＝排出量が増加）であって、原

単位が基準年度値以下である事業者においては、エに定める原単位補正を適用する。 

  ア 基準年度の設定 

    特定温室効果ガス年度排出量の削減率を算定するため、原則特定テナント等（相当）事

業者に該当した年度を基準年度として設定する。 

    なお、一度設定した基準年度は、翌年度以降変更できないものとし、本年度が評価２年

目以降の場合は、前年度までに設定した基準年度を適用する。 
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削減率〔％〕＝（1－ ）×100 

                              
 

  【基準年度の設定例】＜今回が評価可能となる場合⇒評価1年目＞ 

７ 特定温室効果ガス排出量 

(1) 特定温室効果ガス排出量の推移                   単位：ｔ（二酸化炭素換算） 

 

 単位：ｔ（二酸化炭素換算） 

  2020 年度 2021  年度 2022  年度 2023   年度 2024  年度 

特定温室効果ガス 

（エネルギー起源

CO2） 

1,100 1,200 1,150 

 

 

    

 

 

 

 

  

 

イ 削減率算出式 

    特定温室効果ガス年度排出量の削減率は次に掲げる計算式により算出する。 

 

評価年度における温室効果ガス年度排出量※1〔t-CO2〕 

基準年度における温室効果ガス年度排出量※2〔t-CO2〕 

※1 計画書に記載する前年度実績値 

※2 アに定める方法に設定した基準年度の実績値 

  

ウ 評価点 

イに定める計算式により算出された削減率に応じて、表４のとおり評価点を定める。 

 

表４．削減率に応じた評価点 

削減率 

20%以上 
10%以上～ 

20%未満 
10%未満 0% －10%未満 

-10%以上～

-20%未満 
-20%以上 

３０点 ２５点 ２０点 １５点 １０点 ５点 ０点 

 

  エ 原単位補正 

イに定める計算式により算出された削減率がマイナス値（＝排出量が増加）であって、

原単位が基準年度値以下である事業者においては、ウに定める削減率０％と同等の評価点

に置き換えるものとする。 

 

 

 

第 3 計画期間様式 

提出年度：2023 年度 

⇒2021 年度を基準年度に設定 

特定テナント等（相当）事業者としての排出実績（通年）が２年分ある 

※特定テナント等（相当）事業者に指定される前（2020 年度）の実績は通年分と

みなさない 

2021 年度に特定テナン

ト等（相当）事業者に該当 
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4 総合評価 

  評価結果は、点検表による評価点及び特定温室効果ガス年度排出量による評価点の合計点に

応じて表５のとおり、地球温暖化の対策の体制・取組に関する評価区分に分類し、総合評価を

行うものとする。 

表５．総合評価における評価区分 

評価区分 合計点 

Ｓ   〔体制・取組が極めて優れた 特定テナント等事業者〕 ９０点以上 

ＡＡＡ 〔体制・取組が優れた    特定テナント等事業者〕 ８０点以上 

ＡＡ  〔体制・取組が良好な    特定テナント等事業者〕 ７０点以上 

Ａ   〔体制・取組が進んでいる  特定テナント等事業者〕 ６０点以上 

Ｂ   〔体制・取組が今一歩な   特定テナント等事業者〕 ４０点以上 

Ｃ   〔体制・取組が不十分な   特定テナント等事業者〕 ４０点未満 
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【解説：排出実績の評価点】

10未満 0 ー10未満

・当該年度／基準年度での排出実績の削減率より次のように配点

削減率〔%〕

20以上

ー10以上

～－20未

満

ー20以上

30 点 25 点 20 点 15 点 10 点 5 点 0 点

10以上

～20未満

有（削減率0%と見做す）

【解説：原単位による配点補正の有無】

・当該年度／基準年度での排出実績と原単位の削減率より次のように補正

排出実績 原単位 補正の有無

増加 同等 or 減少

増加 増加 無

無同等 or 減少 増減問わず

●事業所の使用開始年月日

★前回提出時までに設定した、基準年度の「排出実績」等の数字を入力してください。

補正前 補正の有無 補正後

●あなたの事業所の削減状況

●排出実績による評価

排出実績

評価点 点25 ⇒
原単位による

配点補正 無

排出実績_削減率 原単位_削減率

32.9%

⇒
排出実績

評価点

当該年度／基準年度 10.5%

点25

※ 原 単 位 ：「延べ面積当たり特定温室効果ガス年度排出量」

kg/㎡・年

原単位

537 ｔ当該年度 2021

※ 排出実績：「特定温室効果ガス」

排出実績

53.7

基準年度 2010 600 ｔ 80.0 kg/㎡・年

①　評価対象となるテナント事業所の判定

●特定テナント等事業所の使用開始時期

■ 特定テナント評価シート 株式会社○○特定テナント等事業者の氏名：

【解説：評価対象の有無】

2010 年 3 月

●基準年度（＝比較対象年度）の設定

特定テナント等事業者としての排出実績が２年分ある事業所が評価対象となります。

⇒ 判定 評価対象

評価２年目以降

②　特定温室効果ガス排出実績による評価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆評価区分の確認 

  評価区分は、特定テナント等地球温暖化対策計画書に添付している『特定テナント評価シ

ート』により、確認することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

② 評価対象となった年数に 

ついてプルダウンメニュー 

から選択する。 

① 

① 特定テナント等地球温暖化対策計画

書その２様式(4)より自動転記され、評

価対象の有無の判定が行われる。 

② 

評価１年目 
評価２年目以降 

▼ 

③ 3(3)アに基づき設定する基準年度と

その年度排出実績と原単位について、特

定テナント等地球温暖化対策計画書そ

の 4 様式 7(1)から排出実績を、同様式

7(2)より原単位を入力する(必須)。 

④ 

④ 特定テナント等地球温暖化対策計画

書その 4 様式 7(1)、(2)、並びに基準

年度との比較年度となる当該年度の排

出実績及び原単位が自動転記され、排

出実績による評価が自動で算出され

る。 

⑤ 

⑥ 

⑥ ④、⑤による評価点の合計点とそれ

に応じた評区分が自動算出される。 

⑤ テナント点検表を作成すると、評価

点数が自動転記される。 

 

③ 
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７　特定温室効果ガス排出量

 (1)　特定温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (2)　特定テナント等事業所の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況

単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

年度 2024 年度

延べ面積当たり

特定温室効果ガス

年度排出量

54.0

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

年度 20212020

540 537

2023年度 年度 年度2024

2020 年度 2021 年度

年度

2023

2022

53.7

年度2022

黄色 のセルを入力してください

年 月 日

推進体制の整備について、昨年度の状況をお答えください

PDCA管理サイクル（計画・実施・確認・処置）の実施体制をどの程度整備し
ているか
（計画・実施・確認・処置のそれぞれに対する実施体制及び実施内容が、書類
等で確認できる場合は、「全て整備」を選択）

４：全て整備
３：計画・実施・確認のみ
２：計画・実施のみ
１：計画のみ
０：整備していない

3

省エネ対策を実施した後、その効果の検証をどの程度実施しているか
（改善策に関するCO2削減効果の検証が、改善策の項目数に対してどの程度の
割合で実施しているか）

４：概ね100%
３：80％以上
２：50％以上
１：50%未満
０：実施無し

3

役員クラスが推進体制（CO2削減推進会議）の責任者になっているか
（役員クラスとは、当該事業所のCO2削減対策に関する権限を有する所長等を
含む）

１：なっている
０：なっていない

自らの事業所内の推進体制（CO2削減推進会議）をどの程度の頻度で実施して
いるか

２：四半期に１回以上
１：年１回以上
０：実施無し

2

総得点

提出年月日 2022 11 7

指定地球温暖化対策事業所の指定番号及び名称 3000 株式会社○○

指定地球温暖化対策事業所の所在地 新宿区○目○番

特定テナント等事業所の名称 ○○ビル

特定テナント等事業者の氏名（法人にあっては名称） 株式会社○○

特定テナント等事業所の業種 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）

50
/70

回答
実施計画

（実施予定）

1

1
１：整備している
０：整備していない

PDCA管理サイ
クルの

実施体制の整備

効果検証5

テナント点検表【事務所版】

組織体制の整備

対策項目 選択肢

自らの事業所内に省エネ対策の推進体制（CO2削減推進会議）を整備している
か
（CO2削減推進会議とは、具体的なCO2削減量の目標や実施計画を検討し、
その対策の実施を決定する会議体であり、取組の進捗状況、進捗予定、CO2削
減に関する情報等が議題としている会議体とする）

テナント事業者
の

推進体制の整備

No. 対策分類

1

4

3

2

備考欄

●事業所の使用開始年月日

★前回提出時までに設定した、基準年度の「排出実績」等の数字を入力してください。

補正前 補正の有無 補正後

●あなたの事業所の削減状況

●排出実績による評価

排出実績

評価点 点25 ⇒
原単位による

配点補正 無

排出実績_削減率 原単位_削減率

32.9%

⇒
排出実績

評価点

当該年度／基準年度 10.5%

点25

※ 原 単 位 ：「延べ面積当たり特定温室効果ガス年度排出量」

kg/㎡・年

原単位

537 ｔ当該年度 2021

※ 排出実績：「特定温室効果ガス」

排出実績

53.7

基準年度 2010 600 ｔ 80.0 kg/㎡・年

①　評価対象となるテナント事業所の判定

●特定テナント等事業所の使用開始時期

■ 特定テナント評価シート 株式会社○○特定テナント等事業者の氏名：

【解説：評価対象の有無】

2010 年 3 月

●基準年度（＝比較対象年度）の設定

特定テナント等事業者としての排出実績が２年分ある事業所が評価対象となります。

⇒ 判定 評価対象

評価２年目以降

②　特定温室効果ガス排出実績による評価

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

◆記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定テナント等地球温暖化対策計画書 特定テナント評価シート 

テナント点検表 

 

 

 

その 4シート
へ転記してく
ださい。 

その 1、その 6シー
トを記入すると自動
計算されます。 
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5 公表 

  総合評価が「Ａ」以上となった特定テナント等事業者について、優良事業者として評価結果

を公表する。 

公表事項は、業種・評価区分ごとに、テナント等事業者の氏名（法人にあっては名称）及び

事業所の名称並びに、指定地球温暖化対策事業所の名称及び指定番号とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


